
田原市ぐるりんバス「中山線」運行業務仕様書

本仕様書は、田原市ぐるりんバス「中山線」の運行に必要な事項を定めるものとする。

１　前提　

(1) 地域公共交通の意識
運行事業者は、公共交通事業の趣旨を十分に理解し、田原市における地域公共交通の一躍を担っているという意識を持ち、田原市ぐるりんバス運行業務（以下「本業務」という。）を遂行するものとする。

また、運行事業者は、乗合バス事業の運行者として本業務の実施に当たり、バス利用者の立場に立った対応を心掛けるものとする。

(2) 運行内容の改善に対する対応
本業務委託期間中は、必要に応じて利用ニーズに応じた運行内容の改善に取り組むものとする。そのため、委託期間中であっても、改善のための運行内容の変更が生じたときは、その運行内容に対応した変更契約をするものとする。

２　目的　
市民等の移動手段を確保することを目的とする。
３　業務名　
田原市ぐるりんバス「中山線」運行業務
４　事業主体　
田原市

５　運行主体　
運行事業者
６　業務委託期間　

契約締結の日から令和１１年３月３１日まで

（運行期間は令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日まで）
※デマンド運行実証実験期間：令和７年１０月１日～令和８年３月３１日まで

７　業務概要　

（１）運行管理に関すること。（デマンド運行に関する事項を含む）
（２）デマンド運行に係る予約業務に関すること。
（３）車両の維持管理に関すること。

（４）予備車両の確保及び維持管理に関すること。

（５）バス停の維持管理に関すること。

（６）利用状況の調査に関すること。

（７）利用促進策に関すること。

（８）その他本業務に必要な一切の業務に関すること。
８　運行経費見込額　

　運行経費見込額は、次の費用を基本として積算する。

（１）人件費（予約業務に係る費用も含む）
（２）燃料費（設計書の額とする）
（３）車両管理費（車検費用、３か月点検費用、車両維持管理費、諸雑費）
（４）役務費（保険加入料）
（５）運行諸雑費
運行経費については、業務収入（運賃、国庫補助金）を含まない業務期間（３年間）の田原市ぐるりんバス「中山線」のデマンド運行業務経費の総額は40,195,521円（税抜き価格）以内とする。
デマンド運行実証実験期間終了後、運行方式に変更を要する場合は、運行事業者と田原市が必要経費を勘案し協議の上、変更契約をするものとする。

９　業務委託料　

(1) 支払
①　運行事業者は、業務委託料を１０月乃至１２月、１月乃至３月、４月乃至６月、７月乃至

９月の四半期ごとに集計し当該四半期の最終月の翌月に、業務内容の報告（各年度３月及び運行期間終了後においては各年度内の経費明細を含む。）とともに田原市に請求するものとする。
②　当該四半期の最終月は、次のとおりとする。

◎令和７年度　令和７年１２月、令和８年３月

◎令和８年度　令和８年６月、令和８年９月、令和８年１２月、令和９年３月

◎令和９年度　令和９年６月、令和９年９月、令和９年１２月、令和１０年３月
◎令和１０年度　令和１０年６月、運行期間終了後

③　業務委託料の支払計画については、「別紙１」のとおりとする。

④　田原市は、運行事業者からの適法な請求書を受理したときは、請求を受けた日から３０

日以内に運行事業者に業務委託料を支払うものとする。
(2) 経費負担方法
①　契約金額は、運行経費見込額から運賃収入見込額を差し引いた額とする。

②　運行事業者及び田原市は、各年度３月及び運行期間終了後、運行期間内の運行経費から運賃収入額を引いた金額に基づき、契約を変更する（以下「変更契約」という。）。その際、燃料費については価格の変動により、運行事業者及び田原市が協議の上、田原市は金額を変更することができる。また、運行経費見込額の各費目の実績額が各費目の金額に達しない場合はその差額相当額を運行経費見込額から減額した金額をもって、これに等しい場合は運行経費見込額をもって、これを超える場合は超える金額を加算した金額をもって運行経費とする。
(3) 運行内容の改善の詳細
　　運行内容の改善の詳細については、「別紙２」のとおりとする。
１０　業務内容　
本業務は、運行事業者が道路運送法第４条に基づく一般乗合旅客自動車運送事業の許可及び、同法第１５条の認可等の運行開始予定日までの確実な取得並びに運行管理者及び整備管理者を配置した上で運行するものとし、運行内容に変更が生じた場合も同様とする（許可・認可等の手続は運行事業者が行い、要する費用は運行事業者の負担とする。）。
デマンド運行実証実験の結果や、公共交通会議など関係者協議に基づく運行内容の改善により、業務委託期間内において業務内容を変更する場合がある。
(1) 運行日
運行日については、土曜日、日曜日、祝日を含む毎日とする。（定時定路線運行）
ただし、令和７年１０月１日から令和８年３月３１日まではデマンド運行実証実験期間とし、週のうち日曜日、月曜日、火曜日をデマンド運行、水曜日、木曜日、金曜日、土曜日を定時定路線運行とする。
(2) 運行ダイヤ
定時定路線運行については別紙「ぐるりんミニバス中山線（ダイヤ）」のとおりとし、デマンド運行については午前７時３０分から午後５時３０分の間で予約ある場合のみの運行とする。
(3) 運行区域・バス停

別紙「ぐるりんミニバス中山線（デマンド運行区域図）」のとおり
(4) デマンド運行予約方法
①　利用希望日の前日１６時までに予約することとし、予約方法は電話のみとする。
②　予約受付の際は、氏名・利用日・乗車時間・乗車場所・人数・目的地等を聞き取るものとする。
　
(5) 回送距離

起点及び終点から車庫までの回送ルートについて特に制限しないが、運行事業者は安全かつ最短距離となるよう考慮するものとする。
(6) 運賃
①　ぐるりんバスの運賃は１乗車当たり１人２００円とする。
②　①に関わらず、小学生以下は無料とする。
③　乗車時に、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を呈示した本人及びその介護人（１人まで）は、運賃を５割引とする。

④　運賃は、運賃箱で受領するものとする。
⑤　運賃収入は、全額運行事業者の収入とする。

(7) 回数券

①　１冊３，０００円（１００円券４０枚綴り）とする。

②　購入時に、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を呈示した本人及びその介護人（1人まで）は、５割引とする。

③　運行事業者は、回数券を販売する。販売時には、利用する路線を聞き取るものとする。
④　運行事業者は、回数券を適正に管理し、保有冊数を把握するものとする。
⑤　回数券の収入は、全額運行事業者の収入とする。

(8) 定期券

①　路線共通定期券５，０００円／月（１-６か月券購入可／運賃額は月数×５，０００円

／持参人式／有効期限は券に記載する有効月の月内）とする。
②　路線単独定期券（市街地線）３，０００円／月（１-６か月券購入可／運賃額は月数×３，０００円／持参人式／有効期限は券に記載する有効月の月内）とする。
③　購入時に、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を呈示した本人及びその介護人（１人まで）は、３割引とする。
④　運行事業者は、定期券を販売する。販売時には、利用する路線を聞き取るものとする。
⑤　運行事業者は、回数券を適正に管理し、保有冊数を把握するものとする。
⑥　定期券の収入は、全額運行事業者の収入とする。
(9) 運行管理
①　運行事業者は、運転手及び本業務に従事する者に対して適切な指揮監督を行うため運行管理者を選任し、田原市に報告するものとする。

②　運行管理者は、運転手に乗務開始前点呼を実施し、疾病、疲労等の心身状況を確認するとともに、運転前後にアルコール検知器を用いて酒気帯びの確認を行い、外観的健康状態、体温及び服装を観察して、服務の適否を判断するものとする。
③　運行管理者は、運転手に対し乗務終了後点呼を実施し、運行、道路、車両、旅客等の状況について報告を受けるものとする。
④　運行事業者は、運転手等に本事業実施上必要となる指導や教育を実施し、運行に支障を来たさないよう万全を期すものとする。

⑤　運行事業者は、運行の安全を確保するための指導を行うものとする。
⑥　運行事業者は、乗務の指示を確実に行い、特にバス停早発の禁止徹底を図るものとする。
⑦　運行事業者は、デマンド運行に関する予約があった際は、予約に応じて適切な運行ルートを設定し、運転手へ共有するものとする。

(10) 運行車両
①　本業務に使用する車両は、市が事業者に無償で貸与する（以下「車両」という。）ものとする。

②　車両は、本運行以外のための使用及び第三者への貸与を禁止する。

③　車両の維持管理上、必要とされるエンジンオイル、タイヤ等の交換・修繕費用は事業者が負担する。その他の修繕費用に関しては、田原市と協議の上、決定するものとする。

④　事業者は、車両の故障・手続等に備え、運行開始日までに車両と同等の輸送力・装備を持つ予備車両を１両以上用意するものとする。

⑤　事業者は、予備車両の維持管理上、必要とされる費用を全て負担するものとする。

⑥　事業者は、自らの責任と費用において、予備車両を使用する場合には車両の前面、両側面及び後面に利用者にぐるりんバスと分かるように掲示するものとする。
⑦　運行事業者は、運行に当たり任意保険（対人無制限、対物500万円、人身障害3,000万円以上）に必ず加入するものとする。
(11) 車両の維持管理

①　運行事業者は、整備管理者の有資格者の中から整備管理者を選任し、適切な車両整備を行うとともに、車両の状態に基づいた運行指示を行うものとする。
②　運行事業者は、道路運送車両法に定められた定期点検整備（車検費用、３か月点検費用）を行うものとする。実施した定期点検整備については、実施後１週間以内に結果を市へ報告するものとする。
③　運行事業者は、道路運送車両法に定められた日常点検を運行開始前に行うものとする。
④　車内清掃は、毎日必ず実施するものとする。
⑤　運行終了後、車両に施錠するものとする。
(12) バス停の維持管理

①　運行事業者は、市が無償で貸与するバス停を管理するものとする。

②　運行事業者は、運行ダイヤ及び運行コースの変更等が生じたときは、バス停標識への指定用紙等の貼り換え又は掲出を行うものとする。

③　道路管理者への占用許可申請、工事承認申請等については田原市が行うものとする。
(13) 増車対応

①　乗客人数が乗客定員を超過した場合、運行事業者は予備車両の範囲で直ちに増車の手配をするものとする。

②　増車対応して運行した場合に掛かる運行経費については、別途、運行事業者と田原市が協議の上、決定するものとする。
(14) 運転手
①　運行は、１車両につき運転者１人以上とする。

②　運行事業者は、できる限り市内在住者の運転手を採用するとともに安全運行を確保するために必要な人員の運転手を常に確保するものとする。

③　運転手は、一定の制服を着用し、車内名札を付けるものとする。

④　運転手は、安全運行に必要な運転技術と十分な接客態度を保つよう研修等を受け、利用者に対して常に親切丁寧で責任ある接客を行うものとする。

⑤　運転手は、利用者にとって安全で快適な運行に努めるとともに、利用者への笑顔による対応及び挨拶を徹底するものとする。
(15) 業務内容の報告

①　運行事業者は、利用者数及び運賃収入の状況（日報・月報）について、毎月１０日までに前月１か月間の実績を田原市に提出するものとする。
②　運行事業者は、毎日乗車調査（ぐるりんミニバスは乗降調査）を実施し、翌月１０日までに調査結果を田原市に提出するものとする。

③　報告結果により、改善すべき箇所があるときは、運行事業者及び田原市が協議の上、速やかに処理するものとする。

④　運行事業者は、各年度３月及び運行期間終了後においては各年度内の実績に基づく経費明細（領収書及び支払明細書の写し等）を田原市に提出するものとする。
⑤　運行事業者は、日々の業務内容を明確に記録し、田原市から本業務に関する資料等の提供の依頼があった場合は、速やかに提出するものとする。
(16）運行内容の変更

　雪など気象状況、その他やむを得ない事由により安全運行が確保できないと見込まれる場合運行事業者は田原市と協議した上、運行内容を変更（運休等）することができる。
１１　運行に係る協議の場　
運行事業者及び田原市は、本業務の実施に伴う運行内容（安全管理、車両管理、早発・遅発・接客トラブルなど苦情、要望、運行方法に関すること等）について、必要に応じて改善方法、再発防止策等を協議するものとする。また、緊急・重大な事案が発生した場合は、その都度、協議の場を設け、再発防止策等について協議するものとする。
１２　利用促進に向けた取組　
①　本仕様書の内容は、本業務に関して最低限度を定めたものであり、運行事業者はサービス及び利便性を向上し、積極的に利用者の増加に努めるものとする。

②　運行事業者は、地域の維持・活性化のため、当該路線運行校区内での給油等に努めるものとする。

１３　業務遂行上の留意事項　
(1) 本業務に係る提案の確実な履行

運行事業者は、運行事業者の当初選定時に提案した内容を確実に履行するものとする。

(2) 域特性の把握
運行事業者は、より安全・円滑に事業が実施できるよう、運行区域の地理的特性や道路状況を積極的に把握するものとする。

(3) 関係法令の遵守
運行事業者は、本業務の実施に当たり、道路運送法、道路交通法、その他関係法令及び通知等を遵守し、安全・円滑な運行に努めるものとする。

(4) 個人情報の保護等
運行事業者は、本業務の遂行上知り得た個人情報等を本事業以外の目的に利用、漏らしてはならない。なお、本業務が終了した後においても同様とする。

(5) 貸与物品の取扱い
運行事業者は、田原市又は交通会議からの借用物品については、善良なる管理者の注意義務をもって使用するものとする。なお、借用物品を毀損・滅失等をした場合、その原因が運行事業者の故意又は過失によるときは、その修理費用は運行事業者が負担するものとする。

(6) 利用者からの苦情対応
①　利用者等からの苦情については誠実かつ丁寧な対応に努めるものとする。

②　運行事業者は、苦情処理担当者を選任し、苦情が寄せられた場合は適切に処理するものとする。
③　運行事業者は、苦情の内容及びその対応を田原市に書面にて提出するものとする。

(7) 遺失物
利用者の遺失物の一切の取扱いは、運行事業者が責任を持って行うものとする。

(8) 領収書
  領収書の発行を利用者から求められた際、運行事業者が自ら販売した場合は運行事業者自らが行うものとする。

(9) 書類の作成、調査への協力
①　運行事業者は、自らの責任と費用において、運行に伴う手続（運行内容の変更に伴う場合を含む。）及び国庫補助金申請等に必要となる書類作成を行うものとする。

②　運行事業者は、田原市から本業務に係る資料の提出若しくは報告を求められたとき、又は調査の依頼があったときは、それに応じるものとする。

(10) 事故の防止
運行事業者、本業務の遂行に当たっては安全管理を徹底するとともに、事故を未然に防止　するよう最大限努めるものとする。

(11) 緊急時の措置、事故の責任及び報告

①　運行事業者は、事故等緊急事案発生時には、直ちに適切な措置を講ずるとともに、速やかに代わりの車両を配車し、田原市に通報するものとする。この場合、「１１ 運行に係る協議の場」に基づき、協議の場を設けるものとする。

②　運行事業者は、本業務遂行上の一切の責任を負い、一般乗合旅客自動車運送約款の定めにより、これを賠償する。ただし、運行事業者の責によらないものはこの限りでない。また、運行事業者が行った措置内容は、速やかに書面をもって田原市に報告するものとする。

１４　損害賠償　
運行事業者は、本業務の実施に当たり、故意又は過失によって田原市又は第三者に損害を及ぼしたときは、その賠償その他一切の責めを負うものとする。ただし、運行事業者の責めによらないものはこの限りでない。

１５　業務再委託の禁止　
①　運行事業者は、本業務を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。

②　本業務によって生ずる一切の権利義務を第三者に譲渡することはできない。

１６　業務の解除　
①　田原市は、運行事業者が正当な理由なくこの仕様書に違反した場合は、本業務を終了することができる。

②　①により、運行事業者に損害が生じることがあっても、田原市は、その損害について責めを負わない。
１７　経費の調整　
同一事業者が田原市ぐるりんバス「中山線」運行業務を行う場合、本仕様書「８　運行経費見込額」について、経費合算を行うものとする。

１８　その他　
本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、必要に応じて運行事業者及び田原市が協議の上、定めるものとする。
別紙１

「支払計画」
	運行期間
	中山線

	令和７年10月 乃至令和７年12月
	円

	令和８年1月 乃至令和８年3月
	円

	令和７年年度計（1）
	円

	令和８年4月 乃至令和８年6月
	円

	令和８年7月 乃至令和８年9月
	円

	令和８年10月 乃至令和８年12月
	円

	令和９年1月 乃至令和９年３月
	円

	令和８年度計（2）
	円

	令和９年4月 乃至令和９年6月
	円

	令和９年7月 乃至令和９年9月
	円

	令和９年10月 乃至令和９年12月
	円

	令和１０年1月 乃至令和１０年３月
	円

	令和９年度計（3）
	円

	令和１０年4月 乃至令和１０年6月
	円

	令和１０年7月 乃至令和１０年9月
	円

	令和１０年度計（4）
	円

	合　計（1）＋（2）＋（3）＋（4）
	円


別紙２
「運行内容の改善」について
１　改善のステップ　

本業務委託期間中は、必要に応じて利用ニーズに応じた運行内容の改善に取り組むものとする。そのため、委託期間中であっても、改善のための運行内容の変更が生じたときは、その運行内容に対応した変更契約をするものとする。

２　運行経費見込額　

運行事業者及び田原市は、運行内容の改善により所要時間、運行距離等に変更が生じた場合、設計書に基づき運行経費見込額を算定する。

運行内容の改善により見直しの対象となる運行経費見込額の費目は、原則として以下のとおりとする。その他定めのない事項は、事業者及び田原市が協議の上、定めるものとする。

	区分
	1）ニーズに応じた変更（所要時間・運行距離等が増加）する場合
	2）ニーズに応じた変更（所要時間・運行距離等は減少するが、始発終発時間に変更がない減便）する場合
	3）年末年始運休の

場合
	4）曜日選択運行の

場合
	5）始発終発減便の

場合

	人件費
	○
	-
	○
	○
	○

	燃料費
	○
	○
	○
	○
	○

	車両管理費
	-
	-
	-
	-
	-

	役務費
	-
	-
	-
	-
	-

	運行諸雑費
	-
	-
	-
	-
	-


(1) ニーズに応じた変更（所要時間・運行距離等が増加）する場合

田原市と事業者との協議により、設計書に従い所要時間（人件費）・運行距離（燃料費）に係る費目を変更し算定された金額を運行経費見込額とする。

(2) ニーズに応じた変更（所要時間・運行距離等は減少するが、始発終発時間に変更がない減便）する場合

田原市と事業者との協議により、設計書の運行距離（燃料費）に係る費目を変更し算定された金額を運行経費見込額とする。

(3) 年末年始運休の場合

田原市と事業者との協議により、設計書の所要時間（人件費）・運行距離（燃料費）に係る費目を変更し算定された金額を運行経費見込額とする。

(4) 曜日選択運行の場合

田原市と事業者との協議により、設計書の所要時間（人件費）・運行距離（燃料費）に係る費目を変更し算定された金額を運行経費見込額とする。

(5) 始発終発減便の場合

田原市と事業者との協議により、設計書の所要時間（人件費）・運行距離（燃料費）に係る費目を変更し算定された金額を運行経費見込額とする。

[image: image1.png]



-9-

